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令和 7 年度第 1 回資料デジタル化及び利用に係る関係者協議会 議事要録 
 
日時：令和 7 年 8 月 7 日（木）13 時 32 分～14 時 23 分 
場所：オンライン開催 
出席者： 

○関係者 
石島寿道委員、井村寿人委員、門野孝介委員、金森宰司委員、小池信彦委員、佐々木

隆一委員、島田貴史委員、鈴木宣幸委員、鈴木みそ委員、竹内渉委員、棚井文雄委員、

田中延広委員、豊川雄之委員、樋口清一委員、平井彰司委員、眞鍋礼孝委員、脇澤一

弘委員 
○オブザーバー 
日本出版インフラセンター、日本出版者協議会、文化庁著作権課 

○国立国会図書館 
利用者サービス部副部長サービス企画課長事務取扱、電子情報部電子情報企画課長、

電子情報部電子情報企画課資料デジタル化推進室長 
（事務局）電子情報部電子情報企画課 

欠席者： 
なし 

 
次第：  
1. 開会 
2. 報告 
（1）資料デジタル化の進捗状況 
（2）補正予算による資料デジタル化等の実施について 
（3）視覚的作品等を主体とするデジタル化資料の複写の実施状況 
（4）図書館向けデジタル化資料送信サービスの実施状況 
（5）個人向けデジタル化資料送信サービスの実施状況 
（6）デジタル化資料送信サービスに係る除外手続について 
（7）官庁出版物の全文テキストデータの国立情報学研究所（NII）への提供について 
3. その他 
 ・「資料デジタル化基本計画 2026-2030」の策定について 

 ・商業雑誌のオプトイン送信開始について 

4. 閉会 
 
配付資料 
（資料 1）令和 7 年度資料デジタル化及び利用に係る関係者協議会名簿 
（資料 2）資料デジタル化の進捗状況 
（資料 3）補正予算による資料デジタル化等の実施について 
（資料 4）視覚的作品等を主体とするデジタル化資料の複写の実施状況 
（資料 5）図書館向けデジタル化資料送信サービスの実施状況 
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（資料 6）個人向けデジタル化資料送信サービスの実施状況 
（資料 7）デジタル化資料送信サービスに係る除外手続について 
（資料 8）官庁出版物の全文テキストデータの国立情報学研究所（NII）への提供について 
 
（参考資料 1）資料デジタル化及び利用に係る関係者協議会 第一次合意事項 
（参考資料 2）国立国会図書館のデジタル化資料の図書館等への限定送信に関する合意事項 
（参考資料 3）国立国会図書館のデジタル化資料の個人送信に関する合意文書 
（参考資料 4）関連法規 
（参考資料 5）資料デジタル化基本計画 2021-2025 
（参考資料 6）国立国会図書館デジタル資料長期保存基本計画 2021-2025 
（参考資料 7）入手可能性調査で用いているデータベースについて 
 
議事概要： 
1. 開会 
2. 報告（1）～（7） 

 資料 2～8 に基づき国立国会図書館から報告を行った。報告（4）について、図書館向

けデジタル化資料送信サービスの一参加館当たりの複写回数が令和 3 年から減っている

理由について質問があり、個人送信サービスが開始されたことが理由の一つと考えられ

る旨を回答した。 
 報告（7）について、全文テキストデータの提供先機関の選定方法及び今後提供先機

関を拡大する場合の選定基準について質問があり、NII が学術情報基盤の構築において

中心的な役割を担っており、当館と協力協定を結んでいることから協力を決めた旨と、

提供先機関の拡大についてはまだ検討していない旨を回答した。また、提供データが大

規模言語モデル（LLM）の出力には使われないことの技術的な担保について質問があ

り、学習データは LLM にそのまま保持されることはなく、変換された数値データとし

てモデルに取り込まれる旨を回答した。その他、生成 AI 等の学習用データの提供に関

して広く一般の参考になる制度設計をしてほしいとの要望があった。 
 

3. その他 
 「資料デジタル化基本計画 2026-2030」の策定について、説明メモに基づき説明を

行った。次期計画の完成及び公開予定時期について質問があり、第 3 四半期で館内調整

を終え、次回の協議会で原文を紹介したい旨を回答した。 

 過去の本協議会でオプトイン送信が承認された商業雑誌 2 タイトルの送信開始につ

いて口頭で報告を行った。 

 
4. 閉会 


